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み 方 に ミス が あ り,誤 植 の 訂 正 洩 れ も若 干 あ る 。

主 な も の と して,OtaKanoru(P.205,Kaho-

ru),HirobatoSeikfi(P.192,Hirobato

Aozora),KoikoShichosonken(P.145,Koi-

ki)な ど が あ る 。 ま た,日 本 の 事 実 認 識 と し て,

1950年 の国土総合開発法は全国を22地 域に分割

(P.125)し たのではな く,TVA型 の特定地域

が22地 点指定されたことを追加 してお く。

(ふなば ま さとみ 広 島大学)

書 評

牛嶋 正著『 社会的公正 と所得課税』

(東 洋経済新報社1984年)

藤 岡 純 一

現在,日 本の税制改革をめぐってさまざまな

議論が展開されている。一つの考え方は,課 税

における累進性を可能にし,垂 直的公平を実現

しうる最上の基準として,包 括的所得を採用 し,

総合累進課税を徹底 しようとする考えである。

これには,費 用概念を明確 にすること,す なわ

ち,一 方で個人所得税において最低生活費や個

人営業に係わる費用を明確にし,他 方で法人税

において損益計算をより厳格にし,本 来的に利

潤であるものが費用として所得か ら控除される

制度を改めることを含む。この考え方を徹底す

れば,未 来費用の引当てなどの企業の個別単位

で行われているさまざまな資金のプールについ

て,そ の一定率以上は共同化され,国 家の管理

のもとで共同の基金制度を創設することにつな

がるであろう。

も う一 つ の考 え方 は,現 行 の 所得 課 税 中 心 の

税 体 系 を 消 費課 税 中 心 の税 体 系 に改 め よ うと い

う考 え で あ る。近 年 日本 に お い て も,学 界 で 支

出税 につ い て検 討 が な され て い る。 これ は,カ

ル ドアが 提 唱(Kaldor,N.,AnExpenditure

Tax,London,1955.時 子 山當 三郎 監 訳r総 合

消 費 税 』,1963)し,イ ン ドと ス リラ ンカ に お

い て 一時 的 に採 用 され,ブ ル ー プ リン ト(De一

partmentoftheTreasury,Blueprznt

forBacicTaxReform,WashingtonD.C。,

1977),ミ ー ド報 告(MeadeCommittee,

TheStructureandReformofDirectTax-

atlon,London,1978),お よ び ロ ー デ ィ ン

報 告(Lodin,Sven-〇 五〇f,ProgressiveExpen-

ditzareTax.anAlternative?;Reportofthe

1972GovernmentComissiononTaxa-

tion,Stockholm,1978.Swedishoriginal

edition1976)に お い て も 具 体 案 が 示 さ れ た

が,い ま だ 先 進 資 本 主 義 国 に お い て 実 現 す る に

い た っ て い な い 。 同 じ 消 費 税 の 一 形 態 と し て,

現 在 大 蔵 省 な ど で 検 討 さ れ て い る 付 加 価 値 税 は,

一 方 で
,支 出 税 と 同 様 に 課 税 べ 一 ス か ら貯 蓄 が

除 外 さ 礼 他 方 で 最 低 生 活 費 非 課 税 の 原 則 を 貫

ぬ く こ と が 困 難 と な る 。 ま た,税 率 は 比 例 税 率

の 形 態 を と り,一 部 生 活 必 需 品 を 課 税 対 象 か ら

除 外 す る と して も,基 本 的 に 賎 垂 直 的 公 平 よ

り も 水 平 的 公 平 を 重 視 し た 考 え 方 と い う こ と が

で き る 。

牛嶋正著r社 会的公正と所得課税』(1984)

は,こ のような税制改革の議論に一石を投ずる

ものである。その特徴は,第 一に,「 社会的公

正」にっいての議論を展開 し,こ の議論か ら導

一98一



牛嶋正著r'社会的公正と所得課税』

かれた租税原則に基づいて税構造の導出に努め

ていること,第 二に,課 税基準を所得に求めつ

つも,税 率については,基 本的に比例税率を,

具体的には3段 階税率 の分類課税を提唱 してい

ることである。牛嶋氏によれば1税 負担の公平

な配分の問題 と,所 得の適正な分配問題とはま

ったく切り離 して論 じるべきものである。別の

言い方をすると,税 本来の立場から課税の公平

を考える場合には,社 会的公正に照 らして適正

な分配状態が実際に実現 していると想定 して議

論を進め,そ の後で 分配政策手段としての税

の公平に関 して,分 配政策 目標と関連づけて広

い視野か ら論じられる。 したが ってまず,税 の

公平な負担の問題 について,氏 の説を検討しよ

う。

牛嶋氏は,能 力説や応益説 にか わる第3の

分配基準を,「 等 しく与えられたもののなかか

ら,等 しい持ち分を出し合 う」(P.101)こ と

によって費用負担の公平を期することに求めて

いる。この基本的な考え方は,1日24時 間,1

週7日 という時間のなかか ら,だ れ もが等 しい

持ち分を出し合って共同作業に参加するという,

農業共同社会において実現 していた基準である。

これを現代の社会に適用 しようとい うのである。

すなわち,現 代の市場機構においても,「 等 しく

く与えられたもの」は1日24時 間であることに

変わりはない。 「等 しい持ち分」は一定時間の

拘束,負 担とはそれによって蒙る効用の減少分

である。税負担tは,所 得稼得力α(α=Y/

L,Y:所 得,L:所 得稼得時間)に 比例する

ことになる。したがって,所 得稼得時聞がすべ

ての納税者において等しい場合には,比 例税率

の形態をとることになる。

しかしながら,農 業共同体 に適用され る原則

を今日の階級社会に適用 したところに大きな問

題がある。農業共同体においては,各 個人が能

力を発揮す るための前提条件 となる富の所有と

非所有の分化が進行して いない。各個人の能力

には部分的例外を除くと大 きな差は認め られな

い。だからこそ,同 じ時間の役務の提供によっ

て公平が計 ら礼 共同作業を受けもつ役割にお

いてその差が考慮されればそれで良 いことにな

る。ところが,現 代では,一 方で高額所得を生

み出す大資産を所有 している者と,他 方で資産

を所有せず労働力を売 ることによってしか生活

を営む ことのできない者が分化 し,資 産の所有

において も大きな格差を生 じている。この差異

を同 じ時間の単位に還元することができるであ

ろうか。氏は 「資本資産につ いては,そ の取得

が相続や贈与によるものであるとして も,だ れ

かの労働の結果とみなされるか ら,賦 存量の分

配状態を議論する場合,労 働生産性の個人間格

差が最も問題となる」(P.56)と 述べ,資 本資

産の所有の差については,基 本的考察から除外

している。 しか し,巨 大資産の多 くは他人の労

働による取得か ら生 じたもので,自 己労働によ

る取得か ら生 じたものではないことを銘記すべ

きである。したがって,初 期賦存量 の検討にお

いて,資 本資産の所有 ・非所有 こそ本質的なも

のであると言える。

第2に,同 じ労働時間に還元す ると仮定 して

も,労 働所得 については,そ れを稼得す るのに

1日8時 間ないしそれ以上の労働を必要とする

のに対 して,資 産所得はほとんど稼得時問を要

しない。著者は,労 働所得 ・資本所得 ・移転お

よび発生所得 について,そ れぞれ20%・30%

・40%の3段 階の分離税率を設定するように提

案 しているが,現 実の稼得時間 の差を考慮する

なら,資 産所得 には著 しく高い税率が適用され

ることになる。資本所得の把握そのものにっい

ても後で述べるように大きな限界を有 している。

第3に,「 等 しい持ち分」としての時間に基

礎を置 く所得税 のもとでは,課 税最低限はは じ

めか ら問題とはならない。まち 各個人に等 し

く賦与された時間を十分に活用 しうる能力をも

つ個 人は,現 在所得がなくとも納税義務者に含

まれる。その能力を欠 く個人のみが納税義務者

か ら除外 され る。 したがって,最 低生活費非課
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税の原則はこの考えからは導出されな いのであ

る。

著者は,比 例税率のメリットとして 変動所

得の年度間調整を行 う必要のないこと,法 人税

との完全統合が実現すること,物 晒調整をす る

必要のないこと,フ ィスカル ・ドラックが 生 じ

ないこと,納 税忌避の感情が生 じにくいことを

挙げている。 しかし,す でに氏の前著r租 税体

系論』(1978)で も述べ られているように,課

税の公平や確定性の原則が,課 税の経済効果や

最小徴税費の原則に優先する。公平原則に照 ら

して妥当性をもちえない課税形態は,納 税協力

その他においても決してその効果を上げること

はできず,結 局,徴 税費の増嵩をもたらすであ

ろう。

氏の方法論上の誤まりは,何 よりも,課 税に

おける公平を論 じる際に,社 会的公 正に基づ く

分配状態が実現 していることをその前提 にして

いる点にある。む しろ.所 得における不平等が

著 しいという現実を認め,そ の上で課税におけ

る公平の基準を導出 し,税 構造を検討すべきで

ある。このことは,税 負担の公平の問題と所得

の再分配基準 とを同一視することを意味するの

ではなく,両 者を区別するが両者の前提に現実

の不平等を据えることである。牛嶋氏の議論で

は,比 例税を基幹におき,現 実の富の集中や所

得の格差に対する再分配基準は,そ の単なる補

完 にすぎな くなるのである。

再分配政策 は3つ の目標からなる。(1撮 低生

活水準の保障とその水準の引上げ,② 富の集中

の排除,(3)所 得の中間層における適度な再分配

の実行である。(1)は,障 害者を有する家庭に対

するその扶養上必要な生活費の控除,母 子家庭

のような,あ る特定の理由か らその能力が発揮

できない状態にある人々の取扱いの問題である。

勤労者自身の最低生活費非課税の問題はこの体

系から除外されている。②については,富 の集

中が公正な分配の前提をなす 「貢献に応 じた分

配」の意義そのものを弱めてしまうので,キ ャ

ピタル ・ゲインという形で富を得 た大都市圏に

おける土地所有者などに対して,キ ャピタル ・

ゲイン課税を実施すべきであると主張 している。

しかし,富 の集中そのものが 「貢献に応 じた分

配」の成果であるという認識 に立つがゆえに,

キャピタル ・ゲインに対 して基本税率(比 例税

率)に2・3の 段階税率を上積みす るに止まる

のである。土地については,明 らかに,現 行土

地譲渡所得税か らの後退である。しかも,証 券

などの売買によるキャピタル ・ゲインについて

は,触 れられていない。③は,賦 存量の分がほ

ぼ均等であるとして も,貢 献度 と分配分との間

にギャップが生 じる場合があるので,そ れをゆ

るやかな累進構造をとることによって埋めよ う

というものであるが,税 構造は基本的 には比例

税である。

それでは,「 貢献に応 じた分配」 という配分

原則の基礎にある社会的公正とはいかなるもの

であろうか。公正な社会 とは,「 すべての個人

がつねに理想とする全人格を目的として定め,

その実現に向か って自尊にもとづきながら毎 日

の生活を送ることができる社会」(P.7)で あ

る。言い換えると,人 間 らしい生 き方を送 るた

めに2つ の原則を満たす社会である。第一原則

は,社 会はすべての個人がつねに最大の生 き甲

斐をもち続けることのできる基本構造を もたな

ければな らない こと,第 二原則 依 すべての個

人が掲げる目標は,社 会的にみて善でなければ

ならない(相 互に障害 とならない)こ とである。

この目標を実現する物質的基礎が所得と富であ

る。限 られた資源の効率的利用は協同または協

力(cooporation)に よってもたらされる。

人間の生活のなかにみ られる協同形態は,重 層

的生活の 「場」(コ ミュニティ・職場 ・家族等)

としての空間的広がりと,生 活そのものといえ

る時間の利用(生 活必要時間 ・労働時間 ・余暇

時間)か らとらえ られる。現代の社会は,交 換

・分配社会であると同時に 「企業共同社会」で

ある。 この社会は,共 同利用社会とは異なり,
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企業間の水平的競争関係と垂直的な技術にもと

つく結合が形成されている。そこでの協同形態

は,各 個人の労働インセンティブを持続させ る

組織 でなければならない。企業内における労働

インセンティブでは,創 造の喜びなどの労働時

間に見い出すことや.資 本参加 ・労働参加を通

じて実現するのは,生 産工程の細分化や市場競

争などのため困難である。結局,貢 献に応 じた

分配という分配基準を満た していることが,労

働インセンティブに持続性を与えることになる。

この場合,貢 献に応 じた分配は,自 分の分配分

を企業内外の他の個人と比較することによって

評価される。市場機構の枠組みの中で 「貢献に

応 じた分配」か らの背離を埋める手直しを進め

るべきことになる。

この ように,社 会的公正は分配基準の基礎 と

なる原則を提起 しているのであるが,そ の前提

となる現実社会認識において,大 きな隔たりが

ある。牛嶋氏にあっては現代の社会は市場社会

であると同時に企業共同社会である。市場機構

は貢献に応 じた分配か らの背離を埋めあわせる

ように働 く。企業社会において,も のを創造す

る喜びや参加に関 して労働 インセンティブ持続

のため十分な解決をみることは困難であるとし

ても,分 配の基準に関 してはそのことが可能 と

なる。すなわち,「 貢献に応 じた分配」か らの

一定の背離はあっても,そ の背離は人々のコン

センサスを得 られないほど大きなものではな く,

再分配政策 によって十分に調整可能だというこ

とになる。 しか しなが ら,現 代資本主義におけ

る富と所得の不平等は極めて著 しく,再 分配政

策だけで埋め合わせのできるものではない。そ

の意味で再分配政策の限界の認識が必要となる。

そして,社 会的公正の確保のためには,現 代の

不平等をもた らしている根因である大企業と金

融機関(証 券会社を含む)に 対する規制を含む

ものでなければな らない。その場合,勤 労者が

自らの労働に基づいて,国 の主権者 として登場

す ることの認識が必要となる。

牛 嶋氏の社会的公正の二つの基準 は,「 権利

と自由はすべての個人に対 して平等 に,か つ,

できるだけ広範囲に与え られねばならない」

(P.34)こ とを前提とする。この前提を確保す

るため国家にその保障が委 ねられる。だが,社

会的公正の確保を保障する国家の担 い手は誰で

あろ うか。 この問いに答えることのできる論理

的枠組みを氏は提供 していない。現代の国家は

国民から外的な存在としてあ らわれるが,税 の.

大衆課税化の進行 ・徴税の強化 ・不公平の拡大

などに対するさまざまな憤愚 と闘いが,勤 労

者をして国家の主権者 として登場するための条

件を形成 しつつあるのである。

(ふ じおか じゅん いち 高知大学)
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